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【補助対象車両・補助対象装置について】 

≪安全運転サポート車≫ 

Ｑ１  いつから購入したものが対象となるのか。 

Ａ１  令和７年３月１日から令和８年２月２８日までに、中古車の移転登録

もしくは移転届出または中古車の新規登録もしくは新規検査届出がなさ

れた安全運転サポート車が対象となる。 

 

Ｑ２  中古車を購入したものの、所有者名が変更されず使用者のみの変更と

なり、車検証の「登録年月日」が変更されていない場合どうするのか。 

Ａ２  車検証の上部欄外の「発行日」の日付を安全運転サポート車販売証明書

の「登録年月日／交付年月日」欄に記入する。 

 

Ｑ３  対象となる安全運転サポート車の機能の一つである「先進ライト」は、

自動切換型前照灯、自動防眩型前照灯、配光可変型前照灯の全ての機能を

有する必要があるのか。 

Ａ３  いずれか一つの機能を有していればよい。 

 

Ｑ４  登録未使用車（いわゆる新古車）は中古車となるのか。 

Ａ４  中古車としての扱いになる。 

 

Ｑ５  リースや残価設定型クレジットについて、契約者が６５歳以上であれ

ば補助対象となるのか。 

Ａ５  対象となる。 

 

Ｑ６  個人間売買で車両を購入した場合も補助対象となるのか。 

Ａ６  対象とはならない。 
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≪安全運転装置≫ 

Ｑ７  どのような装置が対象となるのか。 

Ａ７  県内の販売・設置業者（申請者自らが経営するものを除く。）において

次の①または②（両方も可）の装置を購入・設置した場合に対象となる。 

   ① 後付け急発進抑制装置 

既販車に対して後付けで設置する国土交通省の性能認定を受けたペダル

踏み間違い急発進抑制装置（※）で、その製造販売元業者等が販売および

設置を認めている取扱事業者等（Ｑ１１参照）で購入および設置したもの。

② 車線逸脱警告機能および追突防止機能付きドライブレコーダー 

※国土交通省の性能認定を受けた装置の一覧は国土交通省のホームペー

ジをご覧ください。 

☛ https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr7_000042.html 

※後付け急発進抑制装置を取り付けることができる車種は限られている

ため、事前にご確認ください（Ｑ１１参照）。 

 

Ｑ８  いつから購入したものが対象となるのか。 

Ａ８  令和７年３月１日から令和８年２月２８日までに自らの自動車（安全

運転サポート車を除く）に購入・設置したものが対象となる。 

 

Ｑ９  購入を令和７年２月（補助対象期間外）に行い、設置を令和７年３月（補

助対象期間内）に行った場合は対象となるのか。 

Ａ９  購入・設置ともに補助対象期間内である必要があるため、対象とはなら

ない。 

 

Ｑ１０ 個人間売買で装置を購入した場合も補助対象となるのか。 

Ａ１０ 対象とはならない。 

 

Ｑ１１ 国土交通省の性能認定を受けた後付け急発進抑制装置はどこで購入・

設置できるのか。 

Ａ１１ 国土交通省の性能認定を受けた製品の製造販売元業者等が販売および

設置を認めている取扱事業者等で購入・設置できる。具体的な事業者につ

いては、各取扱事業者のホームページで確認できる。 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr7_000042.html
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  ≪参考≫ 国土交通省の性能認定を受けた後付け急発進抑制装置 

 商品名 製造販売元 県内の取扱事業者(URL に記載の事業者) 

① 
踏み間違い加速抑制システム

（08Z35-PM0） 

ホンダアクセ

ス 
・ホンダ正規ディーラー 

② 踏み間違い加速抑制システムⅡ トヨタ自動車 ・トヨタディーラー 

③ 
ペダル踏み間違い時加速抑制ア

シスト（MZ6078） 

三菱自動車工

業 
・三菱正規ディーラー 

④ 
後付け踏み間違い加速抑制アシ

スト 
日産自動車 ・日産正規ディーラー 

⑤ 踏み間違い加速抑制システム トヨタ自動車 ・トヨタ自動車正規ディーラー 

⑥ 
ペダル踏み間違い時加速抑制装

置「つくつく防止」 
ダイハツ工業 ・ダイハツ正規ディーラー 

⑥ 
ふみまちがい時加速抑制システ

ム（9921T-72M00） 
スズキ ・スズキ正規ディーラー 

⑦ 
ペダル踏み間違い加速抑制装置

（D651-V7791） 
マツダ ・マツダ正規ディーラー 

⑧ 
ペダル踏み間違い時加速抑制装

置（H4817FJ900） 
SUBARU 

・SUBARU 正規ディーラー 

⑨ 

ペダル踏み間違い時加速抑制装

置「つくつく防止」（H4848K1000

他） 

SUBARU 

⑩ アイアクセル（AEAA-No.3）  
英田エンジニ

アリング 
―（県内に取扱店舗なし） 

⑪ 
S-DRIVE 誤発進防止システム 2 

（普通車専用タイプ）（SD0102S） 

サン自動車工

業 ・イエローハット 

・その他（S3-Drive_Shop-list (sun-

auto.co.jp)）に記載の事業者。 ⑫ 

S-DRIVE 誤発進防止システム 2 

（ 軽 自 動 車 専 用 タ イ プ ）

（SD0104S） 

サン自動車工

業 

⑬ ペダルの見張り番 2（AWD-01） 
データシステ

ム 
オートバックス 

⑭ アクセル見守り隊（SAG297） 
データシステ

ム 

shoplist.pdf (datasystem.co.jp) 

に記載の事業者 

⑮ 
あしもと見守るくん 

 Ver.2（AMS-V2） 

ワールドウィ

ング 

https://www.world-

wing.co.jp/mimamorukun/shop-

list/ に記載の事業者 

⑯ 
踏み間違い防止オートアラート

（FM300AA） 
ACR 

20211005_FM300AA©òŠ.xlsx 

(acr-ltd.jp)に記載の事業者 

                       ※令和６年９月３０日時点 

 

https://www.sun-auto.co.jp/wp/images/2020/07/s3-drive-shop-list.pdf
https://www.sun-auto.co.jp/wp/images/2020/07/s3-drive-shop-list.pdf
https://www.datasystem.co.jp/products/sag297/pdf/shoplist.pdf
https://www.acr-ltd.jp/wp/wp-content/uploads/2021/12/17100813_fri_c421a.pdf
https://www.acr-ltd.jp/wp/wp-content/uploads/2021/12/17100813_fri_c421a.pdf


4 

 

Ｑ１２ インターネットで購入した場合は対象となるのか。 

Ａ１２ 県内の販売・設置業者（申請者自らが経営するものを除く。）において

購入したものが対象であるため、インターネットで購入したものは対象

とはならない。 

 

Ｑ１３ 販売・設置業者以外の者（家族等）が設置した場合は対象となるのか。 

Ａ１３ 対象とはならない。 

 

Ｑ１４ 補助対象経費に工賃、消費税は含まれるのか。 

Ａ１４ 工賃、消費税も含む。ただし、設置に際して行った自動車の故障個所の

修理、補修、改良、改造にかかる費用は含まない。 

 

【申請者の情報について】 

Ｑ１５ 年齢はいつの時点で満６５歳以上である必要があるのか。 

Ａ１５ 令和７年度内に満６５歳となる必要がある。令和７年度内に満６５歳

となる場合は、登録（届出）および設置時点で満６５歳となっていなくて

も補助対象者となる。 

 

Ｑ１６ 居住地はいつの時点で福井県内である必要があるのか。 

Ａ１６ 中古車の登録（届出）または安全運転装置の設置の日に福井県内に居住

していれば、補助対象者となる。（車検証の使用者住所が福井県内である

必要がある。）仮に購入日に県外に居住していても登録（届出）・設置の日

に県内に居住していれば、補助対象者となる。 

 

Ｑ１７ 実際には県内に居住しているが、運転免許証の住所が県外となってい

た場合、補助対象者となるのか。 

Ａ１７ 運転免許証により現住所を確認するため、運転免許証の住所が県外で

ある場合、県内居住者とはみなさず、補助対象者としない。この場合、補

助を受けるには、運転免許証の住所変更を行う必要がある。 

 

Ｑ１８ 外国籍の方も申請は可能か。 

Ａ１８ 県内で住民登録をしており有効な運転免許証を保有している外国籍の
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方であれば申請は可能である。ただし、国際運転免許証は無効である。 

 

Ｑ１９ 車検証の「使用者」が法人名義となっていても、「用途」が「自家用」

になっていれば、補助対象者となるのか。 

Ａ１９ 「使用者」が個人でない場合は、補助対象者とはならない。 

 

Ｑ２０ ６５歳未満の子が、６５歳以上の親に車を贈る際、所有者名義を子にし

て使用者を親にすれば、補助対象者となるのか。 

Ａ２０ 補助対象となる。ただし、申請者、車検証上の使用者が満６５歳以上で

ある必要がある。 

 

Ｑ２１ 運転免許を保有しない６５歳以上の夫の名義で購入し、実際に運転す

るのが６５歳未満の妻であり、夫が申請する場合、補助対象者となるのか。 

Ａ２１ 申請に当たっては、運転免許証を保有していることが必要であるため、

補助対象者とはならない。 

 

Ｑ２２ 運転免許を保有しない６５歳以上の夫の名義で購入し、実際に運転す

るのが６５歳以上の妻であり、夫が申請する場合、補助対象者となるのか。 

Ａ２２ 原則、車検証の使用者名義を、実際に運転する妻に変更し、その変更後、

名義人の妻が申請する場合は対象となる。ただし、運転免許証を保有しな

い者が、身体障害者手帳等を所持している場合、自動車税の減免を受けて

いることがわかる書類等の写しを提出した場合はその限りではない。（Ｑ

２３参照） 

 

Ｑ２３  身体障がい者等に対する自動車税等の減免の適用の関係で、有効な運

転免許証をもっていない者を車検証上の使用者名義として登録（届出）す

る場合、実際に運転を行うのは満６５歳以上の者だが、補助対象者となる

のか。 

Ａ２３ 以下の４つの要件について、それぞれ確認出来る公的な書面（障がい者

手帳の写し、住民票謄本など）を添付いただくことで、補助金を申請でき

る。 

１．車検証上の使用者が減免を受ける方（減免対象者）であること。 
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２．申請車両が減免の対象となる車両であること。 

３．実際に運転を行う者が使用者と生計同一であり、代理運転者であるこ

と。 

４．代理運転者が令和７年度中に満６５歳以上となる者であること。 

 

 

【申請期間等について】 

Ｑ２４ 申請受付期間は、いつからいつまでか。 

Ａ２４ 申請受付期間は、令和７年５月１日から令和８年３月６日までとする。 

    ただし、受付期間中に補助金の交付に係る予算が不足するおそれがあ

ると認めるときは、補助金の交付に係る予算の執行状況を見極めた上で、

交付申請の受付を中止することがある。 

 

Ｑ２５ 提出期限の締切は、県民安全課への書類の到着日、郵便の消印日のいず

れにより判断するのか。 

Ａ２５ 書類の到着日により判断する。 

Ｑ２６ 申請書を提出してから補助金が交付されるまでに要する期間はどれく

らいか。 

Ａ２６ 申請書を提出後、「令和７年度交通死亡事故防止対策事業補助金交付決

定兼額の確定通知書」を申請者に送付するまでに要する期間は、概ね１～

２か月程度。その後、補助金が指定口座に振り込まれるまでに要する期間

が概ね１か月程度。 

  よって、申請書を提出してから補助金が交付されるまでに要する期間は、

概ね２か月～３か月程度となる。ただし、申請状況によって、補助金の交

付までに要する期間は前後することもある。 

 

 

【その他】 

Ｑ２７ 総予算額はいくらか。 

Ａ２７ 総予算額は４５０万円である。 
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Ｑ２８ 予算がなくなった場合、終了となるのか。 

Ａ２８ 受付期間中に補助金の交付に係る予算が不足するおそれがあると認め

るときは、補助金の交付に係る予算の執行状況を見極めた上で、交付申請

の受付を中止することがある。 

 

Ｑ２９ １人につき何台まで申請できるのか。 

Ａ２９ １人につき１台が対象となる。 

    なお、令和３年度から申請日までの間に当補助金に申請したことがあ

る人は補助対象者とはならない。 

 

Ｑ３０ 市町から同一補助対象経費に対する補助金の交付を受ける予定がある

が、本補助金の交付は受けられるのか。 

Ａ３０ 総事業費から市町の補助金額を除いた金額が、補助対象経費の下限額

（※）を下回らない場合は、対象となる。 

    ※下限額 

安全運転サポート車 ２万円 

安全運転装置 

・車線逸脱警告機能および追突防止機能付

きドライブレコーダー ２万円 

・後付け急発進抑制装置 ２万円 

 

更 問 車線逸脱警告機能および追突防止機能付きドライブレコーダーの補助

対象経費が１．９万円、後付け急発進抑制装置の補助対象経費が２．１万

円だが、補助金の交付は受けられるのか。 

回 答 車線逸脱警告機能および追突防止機能付きドライブレコーダーの補助

対象経費は下限額（２万円）を下回っているので、対象とはならない。後

付け急発進抑制装置は下限額（２万円）を上回っているので対象となる。 

 

 

Ｑ３１ 補助金の交付を受けてすぐに売却することは認められるのか。 

Ａ３１ 認められない。 

    購入した車両・装置については１年間使用することが義務付けられて

おり、一定の場合を除き、補助金の交付を受けたにも関わらず１年未満で
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車両・装置を手放した場合（使用者の名義変更も含む）は、補助金の返納

を求めることがある。 

   ※ 福井県補助金等交付規則第２０条および交通死亡事故防止対策事業補助金交付要領第１０条

参照 

 

Ｑ３２ 限定運転宣言書の宣言項目は、どれか１つでもよいのか。 

Ａ３２ 宣言項目は１つでもよい。 

 

Ｑ３３ 限定運転宣言書の宣言項目に背いた場合、どのような扱いになるのか。 

Ａ３３ 限定運転宣言は、宣言者の自主的な取り組みであり、宣言項目に背いた

として補助金の返還を求めることはない。 

 

Ｑ３４ 添付書類は、全て備えた上で申請する必要があるのか。 

Ａ３４ 申請時に添付書類は全て必要である。 

例えば、対象車両の登録（届出）後に「安全運転サポート車販売証明書」

を事業者が作成することとなるが、「安全運転サポート車販売証明書」お

よび「自動車検査証の写し」以外の申請に必要な書類を申請者が県に提出

し、「安全運転サポート車販売証明書」および「自動車検査証の写し」のみ、

後日事業者から県に提出することは認められない。よって、事業者は車検

証が交付された後、「安全運転サポート車販売証明書」を作成し、納車等の

機会を通じて申請者に同証明書と車検証の写しを渡していただく必要が

ある。 

 

Ｑ３５ 県税の種類についてはどのようなものがあるのか。 

Ａ３５ 県税の種類については、以下のようなものがある。 

種類 内容 

個人の県民税 

１月１日現在県内に住所、事務所（事業所）、家

屋敷を持っている人が対象で、個人県民税と個

人市町村民税は、併せて『個人住民税』と呼ぶ。

個人住民税の申告や納税などの事務は市町が

行っている。 

不動産取得税 土地や家屋など不動産の取得に対して課され
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る税。 

自動車税（種別割） 
排気量等に応じて、自動車を所有している人に

課税される税。 

自動車税（環境性能

割） 

燃費性能等に応じて、自動車を取得したときに

課税される税。 

個人事業税 
県内で商業や製造業など、個人で事業を営んで

いる者に課税される税。 

※ 詳細は、https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/zeimu/type/type-top.html

を参照のこと。 

 

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/zeimu/type/type-top.html
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/zeimu/type/type-top.html

